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―青柳様の担当している部門の活

動について解説をお願いします

青柳　私がシュナイダーエレクト
リックに入社をしたのは2018年８
月のことで、その当時は高圧の配電
機器などを取り扱う事業部であるパ
ワーシステム事業部のバイスプレシ
デントとして入社しました。２年前
からは現在のサービス事業部のバイ
スプレシデントを拝命するととも
に、パワーシステムの業務も１年ほ
ど兼務をしました。
　私が現在担当をしているサービ
ス事業部では、全事業部のインス
トールベースに対してのサービス
を提供していますが、とくに３つ
のステップでサービスを提供する
コンセプトを掲げています。１つ
目は「EcoConsult(エココンサルト)」
です。当社は従来電力とオートメー
ション分野に特化した会社であり、そ
の知見を使い、既存のアセットのサス
テナビリティや省エネ、エネルギー効
率、電気事故の防止へのセーフティ向
上、また配電システムの効率性や妥当
性、さらにサステナビリティを今後推
進するうえでのデジタル化や電化など
にかかるアセスメントやコンサルティ
ングを提供するのが、EcoConsultの考
え方です。
　２つ目は「EcoCare(エコケア)」の
サービスです。EcoCareは、当社のお
客様へのメンバーシップサービスとし
て提供し、従来より当社の製品をお使
いのお客様に対する機器のリモート監

　1836年に創業したフランスのシュナイダーエレクトリックは、配電設備などの電気機器・産業機器のメーカーと

してグローバルに製品を提供しているほか、現在はデジタル技術を活用した機器の制御や運用最適化などを実現

するソフトウェアによるサービスにも注力している。1980年代から1999年にかけてはとくに電力事業への集中を進

め、また1999年には現在に至るシュナイダーエレクトリックへと社名を変更するなど、電力分野の取り組みにも

注力する同社では、電力とデジタル技術が大規模に統合された「Electricity 4.0」を電力の未来の姿として掲げ

る。1963年より事業を開始した日本市場に対して、エネルギー業界への取り組みや企業の脱炭素化支援への注力ソ

リューションについて、シュナイダーエレクトリックホールディングス サービス事業部のバイスプレシデント、ま

たパワー＆グリッドのセグメントリーダーである青柳亮子氏にお話を伺った。

電化とデジタル技術の活用で日本企業の脱炭素化を支援
シュナイダーエレクトリックホールディングス 青柳亮子氏

―シュナイダーエレクトリックのグ

ローバルや日本での事業展開や概要を

お聞かせ下さい

青柳　シュナイダーエレクトリック
は、グローバルでの収益が2022年に
およそ341億ユーロ(約５兆円)で、世
界最大のオイル＆ガスの企業20社や、
世界トップの電力会社10社、またその
ほかにも金属、資源、鉱山や食品部門
などでの世界のトップ企業と取り引き
をしています。一方でシュナイダーエ
レクトリックは、国ごとに主に手掛け
る事業やポートフォリオが異なり、当
社の全てのポートフォリオやサービス
が一国で展開されているのは、ほんの
一部の地域となっています。
　日本における売上高のシェアは非
公表とさせて頂きますが、日本では
UPS(無停電電源装置)や産業機器用の
タッチパネルをはじめとするHMI(プ
ログラマブル表示器)の納入実績が多
く、2002年に買収をしたHMIの開
発・製造を手掛ける株式会社デジタ
ル、また2007年に買収した旧アメリ
カンパワーコンバージョン社(APC社)
のUPSの販売実績を重ねています。ま
た当社のデジタルエナジー部門では、
グローバルにはビルディングエネル
ギーマネジメントシステム(BEMS)を
手掛けていますが、日本では競合もと
くに多く、そのため日本でのデジタル
エナジー部門は、データセンター向け
のBME/EPMSに特化した事業を手掛
けています。 

視や保守点検契約などをパッケージで
提供しています。今後はここにエキス
パートや専門家による詳細分析も行う
もう１歩進んだ形のサービスを加えた
メンバーシッププランを来年にローン
チすることも予定しています。
　３つ目は機器の余寿命延長や交換、
修理サービスである「EcoFit (エコ
フィット)」です。今後はサステナビ
リティの観点から機器の余寿命延長も
求められ、修理をして機器を使い続
け廃棄を抑制することが重要になりま
す。日本や韓国では、これまでHMIな
どで新品を嗜好される方も多くいま
したが、コロナ禍での世界的な半導
体の不足に見舞われた中で、HMIなど
も修理し使用を継続せざるを得なく

青柳亮子氏
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なるという状況が発生しました。こ
うした中で、修理品も新品とほとん
ど変わらないとの評価を頂くように
もなり、循環とリペアを掲げるEcoFit
のサービスが受け入れられるように
なってきました。EcoFitでの修理対象
は、他社製品は対象外ですが、余寿命
延長やリモート監視サービスをセット
で提供することは可能で、他社製品も
監視をしながら、何らかの故障の予兆
を検知した際には連絡対応などを行い
ます。サービス事業部でも脱炭素に
意識を置き、EcoConsultのサービスを
通じ最大30％のエネルギー効率改善
や、EcoCareによるリモート監視やエ
キスパートによる支援などで25％の
アセットの余寿命延長、またEcoFitの
サービスで90％の廃棄物削減などを
これまで提案・実現しています。

―パワー＆グリッド部門の活動は？

青柳　パワー＆グリッド部門の事業
については、2018年８月に私が入社
をしてから、パワー＆グリッド関連
の事業をより積極的に取り組んでい
きたいと考え、市場調査などを進めて
きました。パワー＆グリッドのセグ
メントは、今後重要なセグメントと
なっていくと考えています。産業をサ
ステナブルなものにしていくことを
考えた際に、電力のグリッドはどこの
産業界にもつながっているもので、
その役割の重要性はさらに増してくる
と考えています。例えば日本では、再
生可能エネルギーが一気に増え、九州
などでは出力制御も行っている中で、
本来であれば多くの再エネをより効率
的につなげることで、サステナビリ
ティ率は引き上げられます。そうし
た中で電力の需給管理は複雑化して
いきますが、その制御を当社の持つ
分散型エネルギー源マネジメントシ
ステム(DERMS)などのソフトウェアで
行うことができます。また2019年か
らは、日本でもマイクログリッド分
野のサービス展開にも着手をし、今
年の３月には１件目となるマイクロ
グリッドの構築案件を受託しており､
「EcoStruxure Microgrid Operation」
や「EcoStruxure Microgrid Advisor」

といったマイクログリッドの制御や運
用のためのソリューションを提供しま
す。 その他グローバル企業は発電機
の製造も手掛けているのに対し、当社
は発電機の製造は手掛けておらず、配
電というニッチな分野から電力事業へ
と参入し、低圧の配電機器から事業に
着手をしました。大型の発電所を建て
効率よく電力を送電するという時代が
続くのであればシュナイダーエレクト
リックの名前は出てきませんが、DER
が普及し、双方向型の複雑化した配電
網へ変化していく中で、そうした分野
に歴史と強みを持っているのがシュナ
イダーエレクトリックです。

―ハードウェアのメーカーとして長い

歴史を持つ一方で、デジタル技術やソ

フトウェアによるサービスにも注力さ

れる理由は？また御社のそれらの技術

の特長はどのような点ですか？

青柳　デジタルやソフトウェアによる
取り組みになぜ当社が注力しているの
かというと、脱炭素化には、エネル
ギーの電化とデジタル技術の活用を推
進することが重要であり、こうした電
気とデジタル技術が大規模に統合され
た姿を私たちは「エレクトリシティ
4.0」と呼んでいます。家やビル、工
場、インフラがスマート化し、またハ
イパースケールのデータセンターも建
てられるようになる中で、それらがグ
リッドに接続されるとともに、制御が
より複雑なものになれば、人の能力に
よる制御の限界を超えてくることにな

ります。その制御に対しては、デジタ
ル技術やソフトウェアを最大限活用し
ていくことが求められます。
　そこで用いられる当社のIoTプラッ
トフォーム「EcoStruxure(エコストラ
クチャー)」では、当社製の機器だけ
でなく他社の機器製品も接続できる相
互互換性を特長の一つとしています。
こうしたIoTのプラットフォームを通
じ、機器のリアルタイム制御、また
データの吸い上げや分析を行うととも
に、機器の運用の最適化を行うことが
できます。EcoStruxureのIoTプラット
フォームは、他社のメーカーとも協業
しオープンな形での開発を推進してい
ます。例えば日本の電力会社向けの製
品では、ハードウェアで長い実績のあ
る有力な国内メーカーが存在する中
で、当社はそれらの様々な機器を制御
するソフトウェアの面での支援に注力
する戦略を日本ではとっています。一
方で、日本企業が海外へ進出するとき
の支援を当社の日本拠点から行うこと
も、必要があれば対応します。海外で
はこれから投資を受け入れ送配電網を
整備したいという国もあるため、そう
した機会へ日本の電力会社などが投資
する際などは、ハードウェアの提供も
含めてサポートできると考えています
し、日本企業の海外工場にも、当社の
リモート監視やデジタルサービス、ま
たハードウェアの製品も各地ですで
に導入実績があります。グローバルな
フットプリントはシュナイダーの大き
な強みです。

EcoStruxureの電力分野向けソリューション(シュナイダーエレクトリックより画像提供)


